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(57)【要約】
【課題】蓄電装置からの電力供給のみで発電装置が起動
する場合、蓄電装置の蓄電残量が発電装置の起動処理に
必要な電力量より小さいときは発電装置の起動を禁止す
ることで、蓄電装置からの電力供給不足による発電装置
の起動中の不要な停止を防ぐことができる電力供給シス
テムを提供することを目的とする。
【解決手段】自立電力負荷１０３に電力を供給する蓄電
装置１０４と、蓄電装置１０４から供給される電力によ
り起動し、発電した電力を自立電力負荷１０３に供給す
る発電装置１０５と、蓄電装置１０４に残っている蓄電
残量が、発電装置１０５を起動するために必要な起動電
力量より小さいと判定した場合に、前記発電装置の起動
を禁止する電力供給システム。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電力負荷に電力を供給する蓄電装置と、
　前記蓄電装置から供給される電力により起動し、発電した電力を前記電力負荷に供給す
る発電装置と、
　前記蓄電装置に残っている蓄電残量が、前記発電装置を起動するために必要な起動電力
量より小さいか否かを判定する判定装置と、を備え、
　前記判定装置が、前記蓄電装置に残っている蓄電残量が前記発電装置を起動するために
必要な起動電力量より小さいと判定した場合に、前記発電装置の起動を禁止する電力供給
システム。
【請求項２】
　前記蓄電装置から前記電力負荷への電力供給を接続又は切断する開閉器を備え、
　前記開閉器は、前記発電装置を起動させる場合、前記蓄電装置から前記電力負荷への電
力供給を切断する請求項１に記載の電力供給システム。
【請求項３】
　前記蓄電装置は、複数の蓄電池で構成されており、前記判定装置は、前記複数の蓄電池
に残っている蓄電残量の合計が、前記発電装置を起動するために必要な起動電力量より小
さいと判定した場合に、前記発電装置の起動を禁止する請求項１または２に記載の電力供
給システム。
【請求項４】
　前記蓄電残量は、前記蓄電装置に充電された電力量から過放電防止のための電力量を差
し引いた電力量である、請求項１から３のいずれか１項に記載の電力供給システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄電装置からの電力供給により起動を行う発電装置を備える電力供給システ
ムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、この種の電力供給システムは、例えば図３に示す構成が開示されている（例えば
、特許文献１参照）。図３は、従来の電力供給システムのブロック図である。従来の電力
供給システムは、は系統電源１１（商用電源）、燃料電池システム１２、負荷１３、分電
盤１４、切り離しスイッチ１５、自立運転支援装置１６を備えている。
【０００３】
　ここで、系統電源１１は、単相三線式あるいは三相三線式で交流電力を供給する。
【０００４】
　燃料電池システム１２は、直流電力を発生する燃料電池スタック２１と、燃料電池スタ
ック２１からの直流電力を系統電源１１に連系した交流電力に変換するパワーコンディシ
ョナ２２とを備えている。パワーコンディショナ２２は、発電電力を系統電源１１からの
電力と重畳して負荷１３へ供給するとともに、系統電源１１の停電時には、燃料電池シス
テム１２を自立運転させて負荷１３に電力を供給する。分電盤１４は、切り離しスイッチ
１５を介して系統電源１１に接続するとともに、燃料電池システム１２と負荷１３が接続
しており、分電盤１４内には、系統電源１１の停電時に燃料電池システム１２を解列する
ための解列スイッチ１７が設けられている。
【０００５】
　自立運転支援装置１６は、燃料電池システム１２と分電盤１４との間の配電線に対する
接続点３１と、この接続点３１に対して出力が接続した電圧制御型のインバータ３２と、
インバータ３２に対して供給される直流電力を蓄える蓄電装置３３と、接続点３１に接続
し、燃料電池システム１２が発生する交流電力のうちの余った電力を消費する負荷調整器
３４と、接続点３１に接続し、接続点３１から取り込んだ交流電力を直流電力に変換して
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充電のために蓄電装置３３に供給する充電用コンバータ３５と、太陽光発電装置やエンジ
ン発電装置などの補助電源装置３７を備えている。
【０００６】
　以上のように構成された電力供給システムは、系統電源１１が正常に動作している場合
、系統電源１１に連系する燃料電池システム１２の電力を系統電源１１の電力に重畳し、
負荷１３へ供給すると共に、自立運転支援装置１６は、接点３１から取り込んだ交流電力
を充電用コンバータ３５によって直流に変換することにより蓄電装置３３に直流電力を蓄
える。
【０００７】
　一方、系統電源１１が停電した場合、切り離しスイッチ１５及び解列スイッチ１７がい
ったん遮断状態となり、その後、燃料電池システム１２を自立運転モードで再起動させた
場合には、切り離しスイッチ１５を遮断状態としたまま解列スイッチ１７を導通状態とし
、燃料電池システム１２からの交流電力のみを負荷１３に供給できるようにする。このと
き、自立運転支援装置１６は、系統電源１１が停電となった状態で燃料電池システム１２
を始動させるために、蓄電装置３３に蓄積されている直流電力を燃料電池システム１２に
供給する。なお、蓄電装置３３から供給される電力が不足する場合には、補助電源装置３
７から電力供給する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００８―０２２６５０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかしながら、前記従来の構成では、蓄電装置からの電力供給のみで発電装置が起動す
る場合、蓄電装置の蓄電残量によっては、蓄電装置から発電装置に対して起動処理に必要
な電力を供給することができず、発電装置が起動中に電力が途絶えることで電源ダウンし
てしまい、発電装置が起動処理に要した電力を無駄にすると共に、発電装置は、電源ダウ
ンにより正常な停止処理を行うことができず、装置内の機器がストレスを受けることで劣
化、寿命を短縮するという課題を有していた。
【００１０】
　本発明は、蓄電装置からの電力供給不足による発電装置の起動中の不要な停止を防ぐこ
とができる電力供給システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記従来の課題を解決するために、本発明の電力供給システムは、電力負荷に電力を供
給する蓄電装置と、前記蓄電装置から供給される電力により起動し、発電した電力を前記
電力負荷に供給する発電装置と、前記蓄電装置に残っている蓄電残量が、前記発電装置を
起動するために必要な起動電力量より小さいか否かを判定する判定装置とを備えている。
そして、前記判定装置が、前記蓄電装置に残っている蓄電残量が前記発電装置を起動する
ために必要な起動電力量より小さいと判定した場合に、前記発電装置の起動を禁止する。
【００１２】
　これによって、蓄電装置からの電力供給のみで発電装置が起動する場合、蓄電装置の蓄
電残量が発電装置の起動処理に必要な電力量より小さいときは発電装置の起動を禁止する
ことで、蓄電装置からの電力供給不足による発電装置の起動中の不要な停止を防ぐことが
できる。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の電力供給システムは、蓄電装置からの電力供給のみで発電装置が起動する場合
、蓄電装置の蓄電残量が発電装置の起動処理に必要な電力量より小さいときは発電装置の
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起動をすることで、蓄電装置からの電力供給不足による発電装置の起動中の不要な停止を
防ぐことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】本発明の実施の形態１における電力供給システムのブロック図
【図２】本発明の実施の形態２における電力供給システムのブロック図
【図３】従来の電力供給システムのブロック図
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　第１の発明は、電力負荷に電力を供給する蓄電装置と、前記蓄電装置から供給される電
力により起動し、発電した電力を前記電力負荷に供給する発電装置と、前記蓄電装置に残
っている蓄電残量が、前記発電装置を起動するために必要な起動電力量より小さいか否か
を判定する判定装置とを備え、前記判定装置が、前記蓄電装置に残っている蓄電残量が前
記発電装置を起動するために必要な起動電力量より小さいと判定した場合に、前記発電装
置の起動を禁止する電力供給システムである。そして、蓄電装置からの電力供給のみで発
電装置が起動する場合、蓄電装置の蓄電残量が発電装置の起動処理に必要な電力量より小
さいときは発電装置の起動を禁止することで、蓄電装置からの電力供給不足による発電装
置の起動中の不要な停止を防ぐことができる。
【００１６】
　第２の発明は、特に、第１の発明において、前記蓄電装置から前記電力負荷への電力供
給を接続又は切断する開閉器を備え、前記開閉器は、前記発電装置を起動させる場合、前
記蓄電装置から前記電力負荷への電力供給を切断する電力供給システムである。これによ
り、蓄電装置の電力を発電装置に確実に供給することが可能となり、蓄電装置からの電力
供給不足による発電装置の起動中の不要な停止を防ぐことができる。
【００１７】
　第３の発明は、特に、第１または２のいずれか１つの発明において、前記蓄電装置は、
複数の蓄電池で構成されており、前記判定装置は、前記複数の蓄電池に残っている蓄電残
量の合計が、前記発電装置を起動するために必要な起動電力量より小さいと判定した場合
に、前記発電装置の起動を禁止する。これにより、発電装置が複数の蓄電池からの電力供
給で起動する場合、複数の蓄電池の総蓄電残量が発電装置の起動処理に必要な電力量より
小さいときは発電装置の起動を禁止することで、蓄電装置からの電力供給不足による発電
装置の起動中の不要な停止を防ぐことができる。
【００１８】
　第４の発明は、特に、第１から３のいずれか１つの発明において、前記蓄電残量は、前
記蓄電池に充電された電力量から過放電防止のための電力量を差し引いた電力量である。
これにより、発電装置の起動処理において、蓄電池は過放電による劣化を抑制することが
できる。
【００１９】
　なお、この実施の形態によって本発明が限定されるものではない。
【００２０】
　（実施の形態１）
　以下に、本発明の実施の形態１における電力供給システムについて、詳細に説明する。
【００２１】
　図１は、本発明の実施の形態１における電力供給システムのブロック図である。図１に
は、系統電源１０１と、一般電力負荷１０２と、自立電力負荷１０３と、蓄電装置１０４
と、発電装置１０５と、分電盤１０６と、第３の開閉器１０７と、判定装置１０８を図示
している。
【００２２】
　系統電源１０１は、単相三線式あるいは三相三線式の交流電源であり、一般電力負荷１
０２に電力を供給する。
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【００２３】
　一般電力負荷１０２は、一般用コンセント（図示せず）に接続されたテレビ、エアコン
等などの機器であり、系統電源１０１の正常時に系統電源１０１、蓄電装置１０４、発電
装置１０５から供給される交流電力を消費する。自立電力負荷１０３は、自立用コンセン
ト（図示せず）に接続された機器であり、系統電源１０１の停電時に蓄電装置１０４、発
電装置１０５から供給される交流電力を消費する。
【００２４】
　蓄電装置１０４は、蓄電池１０９と、インバータ１１０と、充電用コンバータ１１１と
、蓄電残量検出部１１２とを備える。蓄電池１０９は、系統電源１０１又は発電装置１０
５から供給される電力を蓄積することができると共に、その蓄積した電力を放出する機能
を有する電池である（例えば、リチウムイオン電池や鉛蓄電池などの二次電池）。インバ
ータ１１０は、蓄電池１０９の直流電力を交流電力に変換し、一般電力負荷１０２、また
は自立電力負荷１０３へ電力を供給する。また、インバータ１１０は、系統電源１０１の
停電時には、発電装置１０５が生成する交流電力の周波数や位相の基準となる交流電力を
生成する。充電用コンバータ１１１は、系統電源１０１、発電装置１０５から供給される
交流電力を直流電力へ変換し、蓄電池１０９への充電を行う。蓄電残量検出部１１２は、
蓄電池１０９の蓄電残量を検出する。
【００２５】
　発電装置１０５は、直流電力を発生する発電機１１３と、発電機１１３からの直流電力
を交流電力に変換すると共に、系統電源１０１側の停電を検出して発電装置１０５を解列
するパワーコンディショナ１１４とを備えている。そして、発電装置１０５は、系統電源
１０１の正常時には発電電力を系統電源１０１からの電力と重畳して一般電力負荷１０２
へ供給する。発電装置１０５は、系統電源１０１の停電時には、自立運転を行い、自立電
力負荷１０３に電力を供給するものである。
【００２６】
　分電盤１０６は、第１の開閉器１１５と第２の開閉器１１６を備え、第３の開閉器１０
７を介して系統電源１０１に接続されている。また、系統電源１０１の状態に応じて、蓄
電装置１０４、発電装置１０５の電力供給先を、一般電力負荷１０２又は自立電力負荷１
０３に切替えるものである。
【００２７】
　判定装置１０８は、蓄電装置１０４の蓄電残量検出部１１２が検出する蓄電池１０９の
蓄電残量が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さいか否かを判定する装置で
ある。
【００２８】
　以上のように構成された電力供給システムの動作および作用について、図１を用いて説
明する。
【００２９】
　まず、系統電源１０１が正常時の動作について説明する。系統電源１０１の正常時には
、第１の開閉器１１５を導通状態とし、第２の開閉器１１６を解列状態とし、第３の開閉
器１０７を導通状態とすることで、系統電源１０１、蓄電装置１０４、発電装置１０５か
ら一般電力負荷１０２及び発電装置１０５へ電力が供給可能な状態とする。ここで、発電
装置１０５は系統電源１０１からの電力供給により起動を行い、発電開始後は、系統電源
１０１からの電力と重畳して一般電力負荷１０２へ電力を供給する。
【００３０】
　ここで、発電装置１０５の発電電力より一般電力負荷１０２の消費電力が大きいときは
、発電装置１０５の発電電力すべてが一般電力負荷１０２にて消費されるが、逆に、発電
装置１０５の発電電力より一般電力負荷１０２の消費電力が小さいときは、余剰電力が発
生し、その電力が系統電源１０１へ流れ込もうとする（以下、これを「逆潮流」という）
。
【００３１】
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　燃料電池システム等の発電装置は、電力コストや系統電源１０１の安全面（例えば、逆
潮流による交流電圧の上昇）などの関係から逆潮流を防止する必要がある。そこで、蓄電
装置１０４は、発電装置１０５の発電電力と一般電力負荷１０２の消費電力の情報を発電
装置１０５や計測器（図示せず）から取得する。そして、蓄電装置１０４は、発電装置１
０５の発電電力が一般電力負荷１０２の消費電力より大きく、余剰電力が発生した時は、
その余剰電力を充電用コンバータ１１１を介して蓄電池１０９に充電させることで、逆潮
流を防止する。一方、発電装置１０５の発電電力より一般電力負荷１０２の消費電力が大
きいときには、蓄電装置１０４はインバータ１１０を介して蓄積した電力を供給する。こ
れにより、発電装置１０５の発電電力と一般電力負荷１０２の消費電力との関係により発
生する余剰電力を有効に活用する。
【００３２】
　次に、系統電源１０１が停電した時の動作について説明する。
【００３３】
　系統電源１０１の停電が発生した際、各々の装置において停電を検出する。停電を検出
すると、第１の開閉器１１５、第２の開閉器１１６、及び第３の開閉器１０７を全て解列
状態とする。これにより、系統電源１０１、蓄電装置１０４、発電装置１０５から一般電
力負荷１０２への電力供給を切断すると共に、系統電源１０１から蓄電装置１０４、発電
装置１０５への電力供給を切断する。次に、蓄電装置１０４は、インバータ１１０の制御
方式を電圧型電流制御から電流型電圧制御へ切替えることで、発電装置１０５のパワーコ
ンディショナ１１４の交流電力における周波数や位相の基準となる電圧波形を生成する。
また、発電装置１０５は、運転を停止し、運転モードを連系モードから自立運転モードへ
切替える。
【００３４】
　その後、発電装置１０５は、判定装置１０８の判定結果に基づき、再起動するか否かを
判定する。具体的には、判定装置１０８が蓄電装置１０４の蓄電残量検出部１１２が検出
する蓄電池１０９の蓄電残量が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さいと判
定した場合、発電装置１０５は起動せずに待機する。一方、判定装置１０８が、蓄電池１
０９の蓄電残量が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量以上と判定した場合は、発電
装置１０５は蓄電装置１０４から供給される電力をもとに起動する。これにより、発電装
置１０５は、起動中に蓄電装置１０４からの電力供給不足による電源ダウンすることなく
起動できる。
【００３５】
　発電装置１０５の発電開始後は、第２の開閉器１１６を導通状態とし、発電装置１０５
から自立電力負荷１０３へ電力を供給する。このとき、蓄電装置１０４は、発電装置１０
５の発電電力が自立電力負荷１０３より大きいときは充電用コンバータ１１１を介して蓄
電池１０９へ充電し、発電装置１０５の発電電力が自立電力負荷１０３より小さいときは
、インバータ１１０を介して蓄電池１０９に蓄電した電力を供給する。
【００３６】
　次に、系統電源１０１が復電した時の動作について説明する。
【００３７】
　停電の後に系統電源１０１が復電した際、各々の装置において復電を検出する。復電を
検出すると、第２の開閉器１１６が解列状態になることで、蓄電装置１０４、発電装置１
０５からの自立電力負荷１０３への電力供給を切断する。蓄電装置１０４は、インバータ
１１０の制御方式を電流型電圧制御から電圧型電流制御へ切替える。発電装置１０５は停
止し、運転モードを自立運転モードから連系モードへ切替える。そして、その後、第１の
開閉器１１５と第３の開閉器１０７を導通状態とすることで、系統電源１０１から一般電
力負荷１０２へ電力供給する。そして、発電装置１０５は系統電源１０１からの電力供給
により起動する。
【００３８】
　なお、本実施の形態では、系統電源１０１の停電時において、発電装置１０５が発電開
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始後に第２の開閉器１１６を導通状態としたが、系統電源１０１の停電直後に導通状態と
し、計測器（図示せず）による自立電力負荷１０３の消費電力の計測結果や電圧の計測結
果に基づき過負荷状態と判定したとき解列状態とするようにしてもかまわない。これによ
り、発電装置１０５が起動中において蓄電装置１０４から自立電力負荷１０３へ電力供給
する場合、過負荷状態が原因で発生する電圧低下による発電装置１０５の不要な停止を防
ぐことができる。
【００３９】
　また、本実施の形態では、系統電源１０１の停電時において、発電装置１０５が発電開
始後に第２の開閉器１１６を導通状態としたが、系統電源１０１の停電直後に導通状態を
保ち、発電装置１０５の起動中においては、判定装置１０８が発電装置１０５の発電開始
までに残り必要とする電力量と蓄電残量検出部１１２から取得する蓄電装置１０４の蓄電
残量を常時、比較し、蓄電装置１０４の蓄電残量が発電装置１０５の発電開始までに残り
必要とする電力量より小さくなると判定したとき第２の開閉器１１６を解列状態としても
かまわない。これにより、発電装置１０５の起動中において蓄電装置１０４からの電力供
給不足による不要な停止を防ぐことができる。
【００４０】
　また、本実施の形態では、判定装置１０８が発電装置１０５の起動を禁止するか否か判
定したが、発電装置１０５の制御部（図示せず）において判定装置を備え、制御部の判定
装置が判定してもかまわない。
【００４１】
　また、本実施の形態では、系統電源１０１が正常時と停電時において蓄電装置１０４、
発電装置１０５が供給する電力負荷を別々としたが、１つにしてもかまわない。
【００４２】
　以上のように、本実施の形態においては、蓄電装置１０４からの電力供給のみで発電装
置１０５が起動する場合、蓄電装置１０４の蓄電残量が発電装置１０５の起動処理に必要
な電力量より小さいときは発電装置１０５の起動を禁止することで、蓄電装置１０４から
の電力供給不足による発電装置１０５の起動中の不要な停止を防ぐことができる。
【００４３】
　また、本実施の形態においては、第２の開閉器１１６は、発電装置１０５を起動させる
場合、蓄電装置１０４から自立電力負荷１０３に供給する電力を切断するため、蓄電装置
１０４の電力を発電装置１０５に確実に供給することが可能となり、蓄電装置１０４から
の電力供給不足による発電装置１０５の起動中の不要な停止を防ぐことができる。
【００４４】
　また、本実施の形態では、判定装置１０８は蓄電池１０９の蓄電残量が発電装置１０５
の起動処理に必要な電力量より小さいと判定したとき、発電装置１０５の起動を禁止した
が、これに限定されない。例えば、蓄電池１０９に充電された電力量から蓄電池１０９の
過放電防止のための電力量を引いた電力量を蓄電池１０９の蓄電残量としてもよい。この
場合、蓄電池１０９の蓄電残量が、発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さい
と判定したとき、発電装置１０５の起動を禁止としてもかまわない。これにより、蓄電装
置１０４からの電力供給により発電装置１０５を起動しても、蓄電池１０９は過放電を防
止するための電力量が残る。蓄電残量を蓄電池１０９に充電された電力量から過放電防止
のための電力量を差し引いた電力量とすることで、発電装置１０５の起動処理において、
蓄電池１０９は過放電による劣化を抑制することができる。
【００４５】
　（実施の形態２）
　以下に、本発明の実施の形態２における電力供給システムについて、図面を用いて説明
する。
【００４６】
　図２は、図１とは、新たに、第２の蓄電池１１７と、第２の蓄電池１１７の電力を供給
するインバータ１１８と、第２の蓄電池１１７を充電するための充電用コンバータ１１９
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と、第２の蓄電池１１７の蓄電残量を検出する第２の蓄電残量検出部１２０を備えている
ことが異なる。
【００４７】
　なお、図２において図１と同様の構成要素については同じ符号を付け、説明を省略する
。
【００４８】
　以下に、本実施の形態の電力供給システムの動作・作用について、図２を用いて説明す
る。
【００４９】
　系統電源１０１が正常時は、本発明の実施の形態１と同様のため、説明を省略する。
【００５０】
　系統電源１０１の停電が発生した際、各々の装置において停電を検出する。停電を検出
すると、第１の開閉器１１５と第３の開閉器１０７を解列状態とし、系統電源１０１、蓄
電装置１０４、発電装置１０５から一般電力負荷１０２への電力供給を切断すると共に、
系統電源１０１から蓄電装置１０４、発電装置１０５とを切断する。また、蓄電装置１０
４は、インバータ１１０、第２のインバータ１１８の制御方式を電圧型電流制御から電流
型電圧制御へ切替えることで、発電装置１０５のパワーコンディショナ１１４の交流電力
における周波数や位相の基準となる電圧波形を生成する。また、発電装置１０５は、運転
を停止し、運転モードを連系モードから自立運転モードへ切替える。
【００５１】
　その後、発電装置１０５は、判定装置１０８の判定結果に基づき、再起動するか否かを
判定する。具体的には、判定装置１０８が蓄電装置１０４の蓄電残量検出部１１２が検出
する蓄電池１０９の蓄電残量と、第２の蓄電残量検出部１２０が検出する第２の蓄電池１
１７の蓄電残量との合計が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さいと判定し
、発電装置１０５の起動を禁止した場合は、起動せずに待機する。一方、判定装置１０８
が、蓄電池１０９の蓄電残量と第２の蓄電池１１７の蓄電残量の合計が発電装置１０５の
起動処理に必要な電力量以上と判定し、発電装置１０５の起動を許可した場合は、蓄電装
置１０４から供給される電力をもとに再起動する。これにより、発電装置１０５は、起動
中に蓄電装置１０４からの電力供給不足による電源ダウンすることなく起動できる。
【００５２】
　発電装置１０５が発電開始後は、第２の開閉器１１６を導通状態とし、発電装置１０５
から自立電力負荷１０３へ電力を供給する。このとき、蓄電装置１０４は、発電装置１０
５の発電電力が自立電力負荷１０３より大きいときは充電用コンバータ１１１、第２の充
電用コンバータ１１９を介して蓄電池１０９、第２の蓄電池１１７へ充電し、発電装置１
０５の発電電力が自立電力負荷１０３より小さいときは、インバータ１１０、第２のイン
バータ１１８を介して蓄電池１０９、第２の蓄電池１１７に蓄電した電力を供給する。
【００５３】
　次に、系統電源１０１が復電した時の動作について説明する。
【００５４】
　系統電源１０１が復電した際、各々の装置において復電を検出する。復電を検出すると
、第２の開閉器１１６を解列状態とすることで蓄電装置１０４、発電装置１０５からの自
立電力負荷１０３への電力供給を切断する。蓄電装置１０４は、インバータ１１０、第２
のインバータ１１８の制御方式を電流型電圧制御から電圧型電流制御へ切替え、発電装置
１０５は停止し、運転モードを自立運転モードから連系モードへ切替える。そして、その
後、第１の開閉器１１５と第３の開閉器１０７を導通状態とし、発電装置１０５は系統電
源１０１からの電力供給により起動する。
【００５５】
　以上のように本実施の発明においては、発電装置１０５が複数の蓄電池からの電力供給
で起動する場合、複数の蓄電池の総蓄電残量が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量
より小さいときは発電装置１０５の起動を禁止することで、蓄電装置１０４からの電力供
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【００５６】
　本実施の形態では、判定装置１０８は蓄電池１０９の蓄電残量と第２の蓄電池１１７の
蓄電残量との合計が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さいと判定したとき
、発電装置１０５の起動を禁止したが、これに限定されない。例えば、蓄電池１０９に充
電された電力量から蓄電池１０９の過放電防止のための電力量を引いた電力量を蓄電池１
０９の蓄電残量とし、かつ、第２の蓄電池１１７に充電された電力量から第２の蓄電池１
１７の過放電防止のための電力量を引いた電力量を第２の蓄電池１１７の蓄電残量として
もよい。この場合に、蓄電池１０９の蓄電残量と第２の蓄電池１１７の蓄電残量との合計
が発電装置１０５の起動処理に必要な電力量より小さいと判定したとき、発電装置１０５
の起動を禁止としてもかまわない。これにより、蓄電装置１０４からの電力供給により発
電装置１０５を起動しても、蓄電池１０９及び第２の蓄電池１１７には、それぞれ過放電
を防止するための電力量が残る。このため、蓄電池１０９及び第２の蓄電池１１７の過放
電による劣化を抑制することができる。
【産業上の利用可能性】
【００５７】
　以上のように、本発明にかかる電力供給システムは、蓄電装置からの電力供給のみで発
電装置が起動する場合、蓄電装置の蓄電残量が発電装置の起動処理に必要な電力量より小
さいときは発電装置の起動を禁止することで、蓄電装置からの電力供給不足による発電装
置の起動中の不要な停止を防ぐことができるため、燃料電池発電装置、ガスエンジン発電
装置などを用いた電力供給システム等の用途にも適用することができる。
【符号の説明】
【００５８】
　１０３　自立電力負荷（電力負荷）
　１０４　蓄電装置
　１０５　発電装置
　１０８　判定装置
　１０９　蓄電池
　１１６　第２の開閉器（開閉器）
　１１７　第２の蓄電池



(10) JP 2014-239558 A 2014.12.18

【図１】 【図２】

【図３】



(11) JP 2014-239558 A 2014.12.18

10

フロントページの続き

(51)Int.Cl.                             ＦＩ                                    テーマコード（参考）
   Ｈ０１Ｍ   8/04     (2006.01)           Ｈ０１Ｍ   8/00    　　　Ａ          　　　　　
   　　　　                                Ｈ０１Ｍ   8/04    　　　Ｘ          　　　　　

Ｆターム(参考) 5G015 FA08  GA06  HA12  JA05  JA22  JA52  JA66  KA01 
　　　　 　　  5G066 HA01  HB04  HB07  HB09 
　　　　 　　  5H027 DD01  DD03 
　　　　 　　  5H030 AA04  AA06  AS01  BB21  FF41 


	biblio-graphic-data
	abstract
	claims
	description
	drawings
	overflow

